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特定非営利活動法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 

 

１ 事業の成果 

 「連携促進」については、内閣府や JVOAD関係団体との連携を密にしながら、都道府県域ネットワーク

の構築・強化に向けてノウハウや資金面でのサポートを充実させた。具体的には、都道府県域ネットワー

クサポート事業として、2つのネットワークへの助成を行い、支援ノウハウや資金面でのサポートを行っ

た。また、休眠預金等活用法に基づく資金分配団体へ申請し、3地域への災害支援ネットワーク構築に向

けた助成を開始した。また、第 4回「災害時の連携について考える全国フォーラム」を開催し、全国各地

の先進事例や取り組みが共有された。参加者はこれまでで最多の 688人となった。 

「調整機能構築」については、避難生活や被災家屋への技術的支援に関する専門委員会を継続しつつ、

災害時における「食と栄養」に関する検討を進めるため、賛助会員を中心に新たな委員会が設けられた。

またコーディネート機能を確立するために、まずは今年度先遣調査における体制整備とともに支援関係者

向けのプレセミナーを開催した。 

「広報・ファンドレイズ」については、広報担当を採用し、ホームページの充実を図るとともに、企業

や行政などへの理解促進を積極的に行った。企業・団体の賛助会員数は、38件から 54件となった。 

また、今期も災害が多発したことにより、山形県沖地震への調査、および、8月九州豪雨、台風 15 号、

台風 19号における被災者支援の調整に関する活動を行った。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【 83,817 】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

災害対応に
関する連携
促進および
支援環境整
備事業 

【連携促進（ネットワーク構
築）】 
都道府県域の災害支援ネットワ
ークの構築のサポートと共に、
訓練・研修などに企画・参加す
ることで災害時の連携体制の強
化に努めた。また、NWサポート
助成事業として、2団体への助成
をし、ノウハウの提供と資金面
でのサポートを行った。さらに、
休眠預金等活用事業による 3団
体への助成を選考した。また、
災害対応の関係者が集まる全国
フォーラム等を開催した。 

都道府県
との関係
構築 
通年 
全国フォ
ーラム 1回 
シンポジ
ウム・訓
練・研修 
約 1～2回/
月 

 

東京都
および
地方 

2人 災害対
応関係
者 

約 
1,000人 

22,107 
 

【調整機能構築（支援団体等の
能力強化）】 
災害時のセクターを超えた支援
調整の仕組みの構築や支援分野
ごとの課題解決のため、専門委
員会を設け、平時から災害に備
えて連携の機能や効果的な支援

通年 
 
 
 
 
 
 

法人事
務所お
よび 
全国各
地 

1人 
 
 

 

災害対
応関係
者 
 

約 
500人 

3,956 
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の仕組みについて検討を行っ
た。（避難生活改善に関する専門
委員会、技術系専門委員会、情
報集約に関する専門委員会を開
催）。委員会メンバーによる研修
会なども行われた。 
また、災害時における「食と栄
養」に関する委員会を関係組織
とともに立ち上げ、企業、行政、
支援組織と連携しながら進めて
いる。 
 

 
 
 
 

【調整機能構築（コーディネー
ション）】 
コーディネーション育成研修に
おける特に先遣調査についての
研修を企画し、関係組織へのプ
レ研修を実施した。また、コー
ディネーションサポートシステ
ムの開発に対する検討を行っ
た。 
運営委員会においては、災害時
の連携体制や平時の備えについ
て、連携できる体制を構築した。 

通年 法人事
務所お
よび 
全国各
地 

1人 災害対
応関係
者 
 

約 
500人 

1,886 

【広報・ファンドレイズ】 
団体の PR活動を積極的に行うた
め、認定 NPO法人の取得、ウェ
ブサイトの再構築を行った。ま
た、休眠預金等活用法に基づく
資金分配団体への申請を行い、
採択された。 

通年 全国各
地 

2人 市民及
び関係
機関 
 

不特定
多数 

9,315 
 

災害発生時
における災
害対応事業 
 

2018年度に発生した 7月西日本
豪雨災害、北海道胆振東部地震、
また、2019年度に発生した 8月
九州豪雨災害、台風 15号、台風
19号において、支援関係者が、
セクター間、地域間で連携して
支援の調整ができるよう、地元
関係者と連携のもと、各地にお
いて情報共有会議を開催サポー
ト、災害関連情報の集約および
支援調整を行った。 
令和元年山形県沖地震において
は、発災直後から初動調査を行
った。 
熊本地震支援においては、KVOAD
を通じて復興期支援を継続して
いる。 

随時及び
災害発生
時 

災害に
よる被
災地域
及び全
国各地 

3人 2018年
度、2019
年度に
発生し
た災害
による、
被災者
全般 
 
被災者
支援に
関わる
団体、 
 

40万人
以上 
 
 
 
 
 
 
 
約 
657団体 

46,553 
 

 

 


